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【発表のポイント】 

⚫ 1997 年に「京都議定書（注 1）」が採択された気候変動対策の象徴都市・京

都市を対象に、屋根上太陽光発電（PV）と電気自動車（EV）の統合によ

る環境改善効果を分析し、郊外住宅地で最大 90％の CO2削減ポテンシャ

ルと高い自給率を確認しました。

⚫ 京都市を対象に、東北大学が進める「SolarEV City 構想（注 2）」を都市区

（1km メッシュ）ごとに詳細解析しました。

⚫ PV＋EV の組み合わせは、PV 単独導入に比べてほぼ 2 倍のコスト削減効

果がある可能性が示されました。

【概要】 

人間の生産活動によって地球全体に二酸化炭素（CO2）に代表される温暖化

ガスが増え続け、それが原因と思われる気候変動によって大規模な自然災害が

起きています。そのため特に CO2 排出量の大きい世界の都市部では、様々な気

候変動対策が講じられています。 

東北大学環境科学研究科の小端拓郎准教授らの研究チームは、1997 年に

「京都議定書」が採択された京都市を対象に、屋根に設置する太陽光発電と電

気自動車を組み合わせた新しい都市モデル「SolarEV City 構想」を分析しまし

た。その結果、中心部では屋根の狭さから自給率が限られる一方、郊外の住宅

地では最大で 9 割程度の CO2削減と高い自給率が可能になることが分かりまし

た。さらに、電気自動車を電池として活用することで、従来の太陽光だけの場

合に比べて約 2 倍のコスト削減効果も見込めます。京都から得られた知見は、

日本や他の国々・地域の都市にも応用でき、持続可能な社会づくりに大きな示

唆を与えるものです。 

本成果は 2025 年 8 月 20 日に持続可能な都市の研究の専門誌 Sustainable 

Cities and Society に掲載されました。 

京都市郊外では太陽光発電と電気自動車の組み合わせで
90％の CO2削減が可能に 

─ 国内や他のアジア諸国・地域の都市部での適用効果にも期待 ─ 



 

 

【詳細な説明】 

研究の背景 

都市は人々の暮らしや経済活動の中心であり、世界のエネルギー消費や CO2

排出の大部分を占めています。なかでも京都市は、1997 年に気候変動対策の

国際的枠組みである「京都議定書」が採択された地として知られ、気候変動対

策の象徴的な都市です。近年、京都市は人口減少や高齢化といった社会的変化

を抱えながらも、再生可能エネルギーの導入や省エネの推進を積極的に進めて

います。しかし、都市の中心部は屋根の面積が限られており、PV を広く導入す

るには物理的制約があります。また、昼に太陽光が発電しても、夜に電力需要

が高まるという時間のずれも課題です。 

こうした要因から、都市の再生可能エネルギー導入は「どの地区で、どのよ

うに進めるか」を緻密に設計する必要があります。EV の普及は、この課題を解

決する鍵の一つです。EV は走行に使うだけでなく、大容量の電池を備えている

ため、家庭や地域の電力を一時的にためて使う「動く蓄電池」として機能しま

す。PV と EV を組み合わせれば、余った電気をためて夜間に利用できるだけで

なく、停電時の非常用電源としても役立ちます。 

 

今回の取り組み 

東北大学の研究チームは、京都市を対象に「屋根の太陽光発電」と「電気自

動車の電池利用」を組み合わせた都市モデルを分析しました。特徴は、京都市

を 1 キロメートル四方のメッシュ（区画）ごとに分けて評価した点です。これ

により、市内のどの地域がどの程度、再生可能エネルギーの導入効果を発揮で

きるのかを細かく見える化しました。 

分析の流れは次のようになります。まず、建物データをもとに、各地区ごと

に屋根へ設置可能な太陽光発電の容量を算出します。次に、気象データを用い

て 1 時間ごとの電力需要と発電量を再現します。その上で、電気自動車を家庭

とつなぎ、昼間に余剰となった電力を蓄え、夜間に利用するという前提で試算

を行います。最後に、「太陽光のみ」のケースと「太陽光＋電気自動車」のケ

ースを比較し、CO₂削減効果や電気料金の削減効果、さらに初期投資の回収期

間を推計しました。 

その結果、都市中心部は屋根面積の制約により自給率が低い一方で、郊外の

住宅地では大きな効果が確認されました。郊外では最大で約 90％の CO2 削減

が可能であり、電気の自給率は 87％以上に達する地区もありました。また、電

気代の節約効果は、PV だけの場合に比べて約 2 倍に増えることが示されまし

た。初期投資の回収は、2030 年のコスト水準で 6～7 年程度が目安となり、実

用的な水準です。これらの結果は、京都市のように中心部と郊外で条件が大き

く異なる都市において、地域ごとに適した導入戦略を立てることの重要性を浮

き彫りにしました。 



 

今後の展開 

今回の分析は京都市を対象としましたが、その知見は日本全国、さらには他

のアジア諸国・地域の多くの都市に応用できます。特に人口密度が高く土地の

制約がある都市では、屋根上 PV と EV の活用は有力な選択肢となります。社会

的な波及効果も大きく、以下のような展望が広がります。 

⚫ 家計への効果：電気代の削減に直結し、エネルギー価格の変動に強い暮ら

しを実現。 

⚫ 防災への貢献：停電時に EVが非常用電源となり、避難所や地域の安心につ

ながる。 

⚫ 公平なエネルギー移行：郊外住宅地を中心に導入が進むことで、都市全体

の排出削減と暮らしの安定が両立。 

⚫ 政策への示唆：各都市が「どの地区に重点的に導入すべきか」を見える化

し、効率的で効果的な再生可能エネルギー政策の立案に役立つ。 

京都議定書から四半世紀が過ぎた今、再び京都から世界に向けて「持続可能

な都市づくりの具体像」を発信できることは大きな意味を持ちます。本研究は、

都市が直面するエネルギーと気候の課題に対して、現実的かつ国際的に共有可

能な解決策を示すものです。 

  



 
図 1. 技術経済性分析の概略図 

図 2. 屋根上太陽光発電（屋根面積の 70％）と EV を活用した京都の電力システ

ムの地域自給率 
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【用語説明】 

注1. 京都議定書：1997年、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の締約国会議

（Conference of the Parties：COP）の3回目（COP3）が京都で開催されまし

た。ここでCO2、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロ

カーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六フッ化硫黄（SF6）の6

種類の温室効果ガスを対象に、先進国の排出削減について法的拘束力のある数

値目標などを定めて採択された文書が「京都議定書」です。 

注 2. SolarEV City 構想：小端准教授が前職である国立環境研究所特別研究員の

時から中心となって進めている、都市における再生可能エネルギーと電動モビ

リティを統合的に活用し、低炭素かつ持続可能な都市社会を実現するための新

しいモデルです。具体的には、都市部の屋根上太陽光発電（PV）を基盤とし、

電気自動車（EV）を「移動可能な蓄電池」として利用することで、電力の自給

率向上、二酸化炭素排出削減、エネルギーコスト削減、災害時のレジリエンス

強化を目指します。さらに、家庭や地域のエネルギーマネジメントシステム

（HEMS や V2H 技術）を組み合わせることで、電力の需給調整や地域内でのエ

ネルギー循環を可能にします。 
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